
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

18,026 人

0.95 千㎥／ha

② 施　設　

53.6 ％

③ 料　金

〈給水料金〉 〈量水器使用料〉

100 2,100 25,200

（令和元年10月現在）

平成 8年　4月　1日
料金改定年月日

(消費税のみの改定は含まない)

計 画 期 間 ：

13

平成30年度末

293,404平成30年度末

法適（全部）
平成30年度末

～

管 路 延 長

供 用 開 始 年 月 日

水 源

大正 15 年　8月　19日

出典：地方公営企業年鑑

配 水 池 設 置 数

浄 水 場 設 置 数

　表流水,　 　　ダム,　　 伏流水,　 　　地下水,　　 　受水,　　 　その他

軽井沢町上水道事業経営戦略

事業の現況

出典：地方公営企業年鑑

ｍ

施 設 利 用 率

施 設 数

策 定 日 ：

2

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有収水量密度

長野県　軽井沢町

軽井沢町上水道事業

計画給水人口 19,800

現在給水人口法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

m³／日 平成30年度末

・別荘利用者を対象とした季節用水道料金を設定しています。ただし、週末型別荘利用
　者等、年間80m³以上利用する世帯の場合は常住用水道料金を採用しています。
・常住用季節用ともに、口径別体系の基本料金と逓増型の従量料金の二部料金制として
　います。

23,500

☐ ☑☑ ☐☑ ☑

〈給水料金〉 （税抜き） 〈量水器使用料〉 （税抜き）
超過料金（１m³につき） 口径 1か月 1年

基本水量 料金 料金 （mm） （円） （円）
（m³) （円） （円） 13 90 1,080

一般用 850 115 16 110 1,320
営業用 1,060 20 140 1,680
官公署用 20 2,450 25 210 2,520
特殊用 100 10,200 30 260 3,120
臨時用 10 3,000 270 40 420 5,040
一般用 50 1,100 13,200
営業用 75 1,900 22,800

（令和元年10月現在） 100 2,100 25,200
（令和元年10月現在）

区分 用途

季節

基本料金（1か月につき）

10

10 8,278 365

155常住
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④ 組　織

〈組織構成〉

〈職員数の推移〉

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

　平成30年度末時点での組織体系及び職員数を示します。
　全13名の職員のうち事務職員9名、技術職員4名です。年齢の高い職員の定年退職時期を考えると、技術の継承
と若手の人材育成が課題となります。

出典：平成30年度水道統計

これまでの主な経営健全化の取組
適切な資産運用のために施設台帳の整備を進めています。
検針業務や機器類の保守点検等、業務を限定した民間委託を実施し、効率化を図っています。

　経常収支比率は100%以上、累積欠損金比率は0%を維持しており、健全な経営状態と言えます。
　企業債残高対給水収益比率は、類似団体平均値の1/2程度で推移しています。企業債の発行が抑えられている
と考えられる反面、有形固定資産減価償却率が平均値より高いことから、更新・耐震化等の必要とされる事業が
適正に行われていない可能性があります。
　有収率は平均値より低く、管路の経年化率も高いため、計画的な管路更新が必要です。
　保健休養地という土地柄、給水量の季節変動が大きいため、ピーク時にも対応できる施設規模を有しているこ
とから、施設利用率が低く推移しています。
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技術 事務

町長 上下水道課 水道業務係

水道施設係

単位：人
H30 事務 技術 合計

61歳～ 0 0 0
51～60歳 2 1 3
41～50歳 3 2 5
31～40歳 2 1 3
～30歳 2 0 2
合計 9 4 13
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２．将来の事業環境

（１）

出典：軽井沢町上水道事業 経営比較分析表（平成30年度決算）

給水人口の予測
　当町の行政区域内人口は令和12年度まで緩や
かに増加する見込みですが、それ以降は減少に
転じると予想されます。
　給水区域内人口も同様の傾向を示し、令和12
年度において20,014人と推計されます。専用水
道との統合により給水人口が増加する可能性は
ありますが、規模の大きな統合の予定はなく、
給水人口は減少する見込みです。
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H26 H27 H28 H29 H30

当該値 208.77 185.93 162.35 136.25 110.84

平均値 393.27 386.97 380.58 401.79 402.99

企業債残高対給水収益比率(％)
【270.46】
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H26 H27 H28 H29 H30

当該値 52.11 52.10 53.01 52.82 52.73

平均値 55.13 54.77 54.92 55.63 55.03

施設利用率(％)
【60.27】
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H26 H27 H28 H29 H30

当該値 72.74 73.31 73.00 75.29 76.98

平均値 83.00 82.89 82.66 82.04 81.90

有収率(％)
【89.92】

42.00
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45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 45.02 46.72 47.74 47.95 49.38

平均値 46.66 47.46 48.49 48.05 48.87

有形固定資産減価償却率(％)
【48.85】
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（２）
　有収水量は給水人口の増加の影響により、緩やかに増加しています。一日平均給水量、一日最大給水量につい
ては、有収率の上昇により、やや減少する見込みです。
　将来予測値は、令和12年度において、有収水量9,928m³/日、一日平均給水量11,907m³/日、一日最大給水量
21,086m³/日となります。

水需要の予測
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）

①　収支計画のうち投資についての説明
　令和3年度から10年間に実施する予定の事業を下図に示します。
　老朽化施設の更新を優先的に行う方針です。管路更新は漏水が発生した管路や石綿管の布設替えを優先的に実
施し、老朽化管路の布設替えは三笠浄水場等更新工事が終了する令和7年度以降、計画を推進します。

組織の見通し

基本理念 「これまでも これからも おいしい水は軽井沢」

 安心：安心して、おいしく飲める水道水の供給
 強靭：災害に強い水道水の提供
 持続：環境へ配慮した効率的な事業運営

料金収入の見通し

投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　全国的にも水道技術者の減少については、課題となっており、当町においても同様な状況となっています。
　現在、水道技術者については、4名（うち1名については、令和３年３月定年退職）在職してはいるものの、将
来にわたっても継続して安心な水を供給できる体制を維持するため、引き続き専門人材の確保と育成に努めてい
きます。

　料金改定をしなかった場合の料金収入の見通
しを右図に示します。
　料金収入は〔水需要予測の有収水量 × 料金
単価〕で算出しました。
　なお、水道料金は平成30年度決算から算出し
た料金単価173.85円/m³一定としています。

　有収水量の増加に伴って増加し、令和22年度
に639,727千円のピークを迎えます。
　令和22年度以降は緩やかに減少する見込みで
す。

投資・財政計画（収支計画）：　別紙のとおり

単位：千円
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

施工区分
見込額

施工区分 詳細設計
見込額 23,636 95,455 368,182 277,273

馬取配水池
解体工事

施工区分 解体工事
見込額 13,636

新設・改築工事

新設・改築工事

解体工事

三笠浄水場他 改築更新工事

監理・改築工事

520,000

540,000

560,000

580,000

600,000

620,000

640,000

660,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37

(千円） 料金収入の推移

実績

推計

5



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

そ の 他 の 取 組

広 域 化

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

料金 　　　　： 健全経営を維持しつつ必要な更新計画を図るために、状況により料金改定を実施します。
企業債 　　　： 世代間負担の公平性から資金状況により適切な企業債の借り入れを行います。
他会計繰入金 ： 現在は事業運営については繰入金を受けておらず、今後も独立採算を基本とした経営に努め
　　　　　　　　ます。
国庫補助　　 ： 補助対象事業の情報について留意し、可能なものは積極的に活用を行います。

②　収支計画のうち財源についての説明

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

アセットマネジメントの充実
（施設・設備の長寿命化等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

令和2年度広域連携推進協議会（令和2年10月12日設置）にオブザーバーとして
参加します。今後の動向を注視していきます。

体制的な面での課題には直面していないため包括的民間委託などの対策は行わ
ず、当町が責任を持って水道事業運営が維持できる体制を構築していく方針で
す。
他事業者の先行事例に関して情報収集は継続していきます。

施設台帳の管理システムを導入し、資産の適切な管理を行うことで精度の高い
アセットマネジメントを実施します。その結果をもとに効果的な更新計画の策
定や財政の平準化を図ります。

なし

委託料 : 包括的民間委託等、他事業体での先行事例の研究を継続していきますが、当面の間は機械類の維持管理
　　　　 など専門知識が必要な業務のみ委託を行います。
修繕費 : 予防保全への転換
動力費 : 経費削減のため、新電力会社の情報収集やコスト比較を継続して行います。

将来の人口は減少傾向になりますが、保健休養地としての特性上多くの観光客
や別荘滞在者が訪れるため、ピーク時であるゴールデンウィークや夏期への対
応が不可欠です。
新しい浄水方法や管理システムによる施設の合理化について研究しつつ、水需
要ピーク時においても安心、安全、安定した給水を実施します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

施工区分 基本設計 詳細設計 基本設計 詳細設計
見込額 10,909 13,636 47,727 47,727 10,909 13,636

施工区分
見込額

八風の郷配水池
解体工事

南原水源池・
南原第２水源池

解体工事

愛宕揚水ポンプ室
追分水系接合井

解体工事

施工区分 解体工事 解体工事 解体工事
見込額 9,091 13,636 9,091

解体工事

鶴溜配水池紫外線処理装置設置工事 塩沢配水池紫外線処理装置
監理・設置

新設・改築工事

新設・改築工事

6



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

企 業 債

なし

なし

社会情勢等を反映した計画とするため、水道ビジョンの目標年度である令和11
年を目途に見直しや改訂を行います。
また、この経営戦略に基づき事業を運営していく中で、毎年、収支バランスを
確認し、投資・財政計画との大きな乖離が生じるようであれば、随時見直しを
行うこととします。

繰 入 金

健全経営を維持しつつ必要な更新計画を図るために、状況により料金改定を実
施します。

世代間負担の公平性から資金状況により適切な企業債の借り入れを行います。

現在は繰入金を受けておらず、今後も繰入金の借り入れは検討していません。

料 金
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表 1.13 ケース④（起債なし）財政収支 
（単位：円） 

 

 

図 1.28 管路健全度の推移（ケース④の投資額の場合）※再掲 

軽井沢町財政シミュレーション結果 充当率→

案4　料金改定なし 料金改定率

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

収益的収支（円） 決算←  →　推計

給水収益 581,780,088 596,154,681 602,695,000 604,411,000 607,394,000 610,440,000 615,103,000 616,468,000 619,387,000 621,608,000 625,474,000 625,923,000 627,953,000 629,984,000 632,919,000 632,268,000 633,474,000 634,616,000 637,500,000 636,202,000 636,710,000 637,154,000 639,345,000 637,979,000

収 受託工事収益 7,603,391 6,511,969 6,447,000 6,383,000 6,319,000 6,256,000 6,193,000 6,131,000 6,070,000 6,009,000 5,949,000 5,890,000 5,831,000 5,773,000 5,715,000 5,658,000 5,601,000 5,545,000 5,490,000 5,435,000 5,381,000 5,327,000 5,274,000 5,221,000

その他営業収益 7,538,194 7,575,950 7,584,000 7,592,000 7,600,000 7,608,000 7,616,000 7,624,000 7,632,000 7,640,000 7,648,000 7,656,000 7,664,000 7,672,000 7,680,000 7,688,000 7,696,000 7,704,000 7,712,000 7,720,000 7,728,000 7,736,000 7,744,000 7,752,000

その他営業外収益 4,742,936 1,802,949 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000 1,803,000

入 長期前受金戻入（既往） 62,956,287 57,235,114 59,007,000 56,292,000 56,292,000 56,292,000 56,292,000 56,292,000 42,880,000 42,200,000 42,200,000 42,200,000 39,723,000 14,281,000 13,500,000 13,365,000 13,231,000 13,098,000 12,967,000 12,837,000 12,708,000 12,580,000 12,454,000 12,329,000

長期前受金戻入（新規） 0 0 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000

小計(A) 664,620,896 669,280,663 678,036,000 676,981,000 679,908,000 682,899,000 687,507,000 688,818,000 678,272,000 679,760,000 683,574,000 683,972,000 683,474,000 660,013,000 662,117,000 661,282,000 662,305,000 663,266,000 665,972,000 664,497,000 664,830,000 665,100,000 667,120,000 665,584,000

人件費 72,529,752 80,116,200 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000 80,116,000

動力費 24,455,326 28,237,921 28,531,000 28,613,000 28,754,000 28,898,000 29,119,000 29,183,000 29,322,000 29,427,000 29,610,000 29,631,000 29,727,000 29,823,000 29,962,000 29,931,000 29,988,000 30,043,000 30,179,000 30,118,000 30,142,000 30,163,000 30,266,000 30,202,000

薬品費 1,002,000 1,186,207 1,213,000 1,217,000 1,223,000 1,229,000 1,238,000 1,241,000 1,247,000 1,251,000 1,259,000 1,260,000 1,264,000 1,268,000 1,274,000 1,273,000 1,275,000 1,278,000 1,283,000 1,281,000 1,282,000 1,283,000 1,287,000 1,284,000

支 受水費 49,350,000 49,152,600 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000 49,153,000

業務委託費 54,093,369 48,415,833 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000 48,416,000

修繕費 13,910,750 10,684,501 10,816,000 10,847,000 10,901,000 10,955,000 11,039,000 11,063,000 11,116,000 11,156,000 11,225,000 11,233,000 11,270,000 11,306,000 11,359,000 11,347,000 11,369,000 11,389,000 11,441,000 11,418,000 11,427,000 11,435,000 11,474,000 11,449,000

その他営業費用 25,837,412 28,225,278 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000 28,225,000

その他営業外費用 280,509 105,378 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000 105,000

減価償却費（既往） 203,376,830 225,396,026 237,365,000 223,300,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000 238,500,000

減価償却費（新規） 0 0 10,058,000 20,116,000 30,174,000 40,232,000 50,290,000 60,348,000 70,406,000 80,464,000 90,522,000 100,580,000 110,638,000 120,696,000 130,754,000 140,812,000 150,870,000 160,928,000 170,986,000 181,044,000 191,102,000 201,160,000

資産減耗費 1,150,876 7,300,800 15,200,000

出 受託工事費 3,398,283 3,279,713 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000 3,280,000

支払利息（既往） 35,565,196 30,033,296 24,271,000 18,433,000 12,891,000 8,195,000 4,688,000 2,378,000 1,008,000 346,000 111,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支払利息（新規） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職給付費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

特別損失 177,612 6,371,164 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000 6,371,000

小計(B) 485,127,915 518,504,917 517,862,000 513,276,000 517,993,000 523,559,000 530,424,000 538,263,000 547,149,000 556,694,000 566,777,000 576,754,000 586,949,000 597,143,000 607,399,000 617,413,000 627,552,000 637,688,000 647,939,000 657,911,000 668,003,000 678,091,000 688,295,000 698,261,000

利益(A)－(B) 179,492,981 150,775,746 160,174,000 163,705,000 161,915,000 159,340,000 157,083,000 150,555,000 131,123,000 123,066,000 116,797,000 107,218,000 96,525,000 62,870,000 54,718,000 43,869,000 34,753,000 25,578,000 18,033,000 6,586,000 -3,173,000 -12,991,000 -21,175,000 -32,677,000

資本的収支（円） 充当率→ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

収 企業債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

施設使用料 31,789,091 28,645,455 28,359,000 28,075,000 27,794,000 27,516,000 27,241,000 26,969,000 26,699,000 26,432,000 26,168,000 25,906,000 25,647,000 25,391,000 25,137,000 24,886,000 24,637,000 24,391,000 24,147,000 23,906,000 23,667,000 23,430,000 23,196,000 22,964,000

入 その他収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計(C) 31,789,091 28,645,455 28,359,000 28,075,000 27,794,000 27,516,000 27,241,000 26,969,000 26,699,000 26,432,000 26,168,000 25,906,000 25,647,000 25,391,000 25,137,000 24,886,000 24,637,000 24,391,000 24,147,000 23,906,000 23,667,000 23,430,000 23,196,000 22,964,000

支 建設改良費 263,801,177 177,941,028 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000

拡張費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

企業債償還金（既往） 126,386,560 131,918,460 135,963,000 134,327,000 122,860,000 101,133,000 72,448,000 47,433,000 28,466,000 11,137,000 7,013,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出 企業債償還金（新規） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計(D) 390,187,737 309,859,488 582,963,000 581,327,000 569,860,000 548,133,000 519,448,000 494,433,000 475,466,000 458,137,000 454,013,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000 447,000,000

収支不足額(C)-(D) -358,398,646 -281,214,033 -554,604,000 -553,252,000 -542,066,000 -520,617,000 -492,207,000 -467,464,000 -448,767,000 -431,705,000 -427,845,000 -421,094,000 -421,353,000 -421,609,000 -421,863,000 -422,114,000 -422,363,000 -422,609,000 -422,853,000 -423,094,000 -423,333,000 -423,570,000 -423,804,000 -424,036,000

1,331,776,723 1,436,899,807 1,260,964,000 1,093,761,000 946,012,000 827,195,000 744,589,000 690,256,000 658,658,000 646,803,000 642,597,000 645,621,000 650,228,000 656,424,000 665,053,000 672,775,000 681,324,000 690,643,000 702,362,000 712,581,000 722,989,000 733,528,000 745,833,000 756,587,000

792,698,275 660,779,815 524,817,000 390,490,000 267,630,000 166,497,000 94,049,000 46,616,000 18,150,000 7,013,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0　　　　　企業債残高

　　　　　内部留保資金
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（千円） 管路の健全度（ケース④）

老朽化管路（法定耐用年数の1.5倍を超過）
経年化管路（法定耐用年数の1.0～1.5倍）
健全管路（法定耐用年数以内）

 
管路更新への投資額を 3 億円/年とすると、健全管路は徐々に増加し、

老朽化管路はわずかに減少していく推計となる。同じ水準での投資を続

けることで、令和 30 年度以降、管路の総資産の半分以上を健全管路が占

めるようになる。（※再掲） 
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